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2024年 12 月 2 日 

一般社団法人サステナブルファイナンスプラットフォーム運営協会 

株式会社日立製作所 
 

ESG投資を促進するデジタルプラットフォーム 

「Sustainable Finance Platform / Engagement Support Service」において、 

IFRSサステナビリティ開示基準(IFRS S1・S2)対応テンプレートを国内で初めて提供 

 

一般社団法人サステナブルファイナンスプラットフォーム運営協会(以下、SFPF 運営協会)と株式会社

日立製作所(以下、日立)は、このたび、運用機関と上場企業をシームレスにつなぐことで ESG 投資を促

進するデジタルプラットフォーム「Sustainable Finance Platform / Engagement Support Service(サス

テナブルファイナンスプラットフォーム / エンゲージメントサポートサービス)(以下、SFP-ESS)」において、国際

サステナビリティ基準審議会(以下、ISSB)が策定する、IFRS サステナビリティ開示基準(IFRS S1・S2*1)に

対応したテンプレート機能を国内で初めて提供開始します。 

具体的には、日立が IFRS 財団とのライセンス契約に基づき開発した SFP-ESS において、SASB*2およ

び IFRS S1・S2に対応したテンプレート機能(以下、本テンプレート)を追加し、SFPF運営協会がサービス提

供者として、運用機関と上場企業に展開します。 

 本テンプレートの提供開始により、日本の上場企業における IFRS S1・S2 に沿った情報開示や、上場企

業と運用機関とのコミュニケーションをサポートすることで、サステナビリティを意識した企業活動が海外を含め

た機関投資家から適切に ESG の観点で評価され、企業価値が向上することに貢献します。 

なお、SFPF 運営協会は、さまざまなステークホルダーをつなぎ、効果的・効率的なコミュニケーションを促進

することで ESG マーケットのさらなる発展へ貢献するための課題解決と事業検討を目的として、2023 年 7

月に金融機関を中心とした MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社、損害保険ジャ

パン株式会社、東京海上日動火災保険株式会社、日本生命保険相互会社、株式会社日立製作所、

株式会社みずほ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三菱 UFJ 銀行の 8 社で設立した一般社団

法人です。 

*1 IFRS財団が 2023年 6月に公表した開示基準。IFRS S1号(サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的な要求事項)及び IFRS 

S2 号(気候関連開示)で構成。 

*2 Sustainability Accounting Standards Board(サステナビリティ会計基準審議会)の略称。ESG要素に関する開示基準を設定した非営利

団体。国際サステナビリティ基準審議会(ISSB)が運営している。 

 

■SFP-ESSにおける IFRS S1・S2対応開始の背景 

 近年、サステナビリティへの企業の取り組みに対する投資家の関心が高まっており、上場企業はサステ

ナビリティに関する取り組みとその開示が進んでいます。しかし、開示にあたっては国内外でさまざまな開示

基準が存在していることから、特にグローバルで事業活動を行う上場企業において、開示担当者はリソー

ス不足に加え、参考にすべき基準を十分に把握できず、投資家の情報開示に対する期待値が判断でき
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ないといった課題があります。このような状態を解消するため、ISSB はサステナビリティ情報開示の国際的

なベースラインとなる開示基準として、2023 年 6 月に IFRS S1・S2 を公表しました。 

 国内においては、サステナビリティ基準委員会(以下、SSBJ)が、日本におけるサステナビリティ開示基準

として、IFRS S1・S2 の全ての要求事項と整合性をとった日本版 S1・S2(SSBJ 基準)を策定し、2025 年

3 月までに確定基準が公表される予定です。また、金融庁は、2023 年 3 月期より有価証券報告書に

おいてサステナビリティ情報の開示の適用を開始するとともに、2027 年 3 月期以降、プライム市場上場

企業に対して段階的に SSBJ 基準を適用することを検討しています。そのため、上場企業は将来義務化

される情報開示への対応と、自社の企業価値を高めるため、IFRS S1・S2 に基づくサステナビリティ情報

の収集・開示プロセスの整備などが急務となっています。 

 このような課題を受けて、SFPF 運営協会は、これまで運用機関や上場会社など 100 社以上と意見

交換を行い、上場企業の開示担当者の負担を軽減し ESG投資を促進するため、SFP-ESS を 2023年

10 月からベータ版として提供し、価値検証をおこなってきました。そして今回、本テンプレートの適用による

IFRS S1・S2 対応を開始することで、上場企業における ESG 情報の開示への円滑な対応の支援と、企

業価値向上への貢献をめざします。 

 

■SFP-ESSの概要 

SFP-ESS は、ESG 投資を行う運用機関と上場企業がシームレスにつながり、相互理解を深めるツーサ

イドプラットフォームです。運用機関が上場企業に期待する ESG 情報開示ニーズを SASB スタンダードに

沿って提示し、上場企業は登録された情報を参照することで、運用機関のニーズを把握して自社の開示

方針の策定に活用することが可能です。 

上場企業は、テンプレートの開示項目に沿って自社の公開データを、コメント情報とあわせて入力・送

信することで、閲覧する運用機関は上場企業のデータを横比較しやすく、かつデータの詳細も含めて把握

することができます。 

 

■IFRS S1・S2に対応する本テンプレートの特長 

IFRSS1・S2 は、開示基準そのものを説明したドキュメントと IFRS サステナビリティ開示タクソノミー*3、そ

して ISSB基準の自主適用時のガイドなど支援資料も公開されています。しかし、日本語ドキュメントは限

定的であり、開示すべき情報をどのように統合報告書などに反映するかは、各企業の判断に委ねられて

います。本テンプレートは、こうした上場企業の実務支援に向けて、タクソノミーの定義に従ってデジタルデー

タとしてプラットフォームに保存できるよう、日本語に対応した入力インターフェースを備えています。具体的

には、以下の 3 つの特長を通じて、上場企業の IFRS S1・S2 の理解と対応を支援します。 

*3 IFRS サステナビリティ開示タクソノミーは、サステナビリティ関連の財務開示をデジタル形式でタグ付けするために設計されたフレームワーク。情報

のデジタル化を促進し、投資家や利害関係者が企業のサステナビリティパフォーマンスを比較・評価しやすくすることを目的としている。 
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① 開示項目を 3 階層(大・中・小分類)に分類 

IFRS サステナビリティ開示タクソノミー情報は、4 つのコア・コンテンツ(ガバナンス、戦略、リスク管理、

指標および目標)で詳細な分類が行われていますが、項目毎に階層構造が異なっています。そのため、

上場企業の開示担当者における情報入力の効率性を考慮し、情報を大・中・小分類に区分化す

ることで、情報の階層構造を可視化しています。これにより、企業の開示担当者の、IFRS S1・S2 の

定義内容に沿った情報収集の円滑な理解に寄与します。 

 

② テンプレート上で開示項目ごとの IFRS 財団提供の補足情報を掲載 

テンプレート上に IFRS 財団から提供されている「リファレンス内容」やテンプレート入力時に考慮してほ

しい「ワンポイントアドバイス*4」などの補足情報を開示項目ごとに掲載することで、IFRS S1・S2 基準

に沿った上場企業側での適切なデータ入力を支援します。 

*4 ワンポイントアドバイスに関する詳細内容については検討中 

 

③ 開示に必要な情報が直感的に理解可能な表スタイルや選択肢を提供 

開示項目ごとに必要な情報を直感的に理解し、入力できるよう、項目ごとに最適な表スタイルを提

供しています。例えば、「はい・いいえ」での二択の回答が可能な項目については、それに対応した回

答欄を設けています。また、リスクの記載が求められる項目においては、そのリスクの回答欄に加えて、

リスク種類(物理リスク・移行リスク)や時間軸(短期・中期・長期)の選択形式を導入することで、入

力情報の漏れや不足を防止することが可能です。 

 

(テンプレートメインシートの例)  

 

 

 

 

 

 

開示にあたっての

ワンポイント

アドバイスを
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*内容検討中
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開示する決算期を入力
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IFRS S1開示基準を3階層で表示
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■今後の展開 

SFPF 運営協会と日立は今後、本テンプレートを適用した SFP-ESS を広く上場企業に展開し、先行して

IFRS S1・S2 の準備にかかる複数の上場企業との議論を通じて、利便性向上のための意見や要望を採り

入れ、IFRS S1・S2対応に向けた、より有用なテンプレートに発展させていきます。 

また、テンプレートの発展に加えて SFP-ESS の機能向上にも取り組んでいきます。具体的には、運用機

関と上場企業との情報開示・対話およびエンゲージメントを推進するうえで必要となるサービス機能の提供

に向けて、運用機関の開示ニーズの登録機能などの検討・開発を進め、順次リリースします。あわせて、

SSBJ 基準への対応として、2025 年 3 月までに SSBJ より公表される確定基準の取り込みを予定していま

す。 

 

■IFRS財団からのコメント 

IFRS財団は、日立を S1・S2 基準のライセンシー企業として歓迎します。IFRS 財団は世界 25 を超える

国・地域での IFRS S1・S2基準の規制採用やその他利用拡大に加え、企業の IFRS S1・S2基準の自主

的な採用を推奨しています。こうした企業開示を促進するためには、ISSB基準を実装したさまざまなサービ

スとツールによって、この進展を下支えすることが必須となります。 

                      IFRS サステナビリティ部門 

ディレクター 

Eli Reisman 

 

■日立製作所からのコメント 

SFP-ESS は企業の ESG 情報開示の取り組みを支援するために開発されたデジタルプラットフォームサービス

です。このサービスは上場企業の ESG 情報開示業務を支援し、企業が国際基準に沿って適切に情報開

示できるようサポートすることを目的としています。 

今般、サステナブルファイナンスプラットフォーム運営協会を通じて IFRS S1・S2 および SASB スタンダードでの

情報開示支援サービスを提供することにより、日本企業のサステナビリティへの取り組みが国際市場におい

て適切に評価されることに貢献してまいります。 

株式会社日立製作所 

執行役常務 

デジタルシステム＆サービス APAC 事業統括 兼 金融ビジネスユニット CEO 

今井 泰樹 
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■SFPF運営協会 会員企業からのコメント 

MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社は、持続可能な保険原則(PSI)および責任

投資原則(PRI)の署名機関として、ESG を考慮した投融資と保険引受を行っています。 

「地球環境との共生～Planetary Health～」をグループの重要課題とし、「気候変動への対応」と「自然

資本の持続可能性向上」に統合的に取り組み、社会のレジリエンス(強靭性)向上をめざしています。 

自社の温室効果ガス(GHG)排出量削減に取り組むことは当然として、保険引受や投融資を通じ、気候

変動を含む ESG課題の解決につなげることが保険・金融サービス事業者としての使命と捉えています。 

SFP-ESSは ESG 情報開示における企業と金融機関の相互理解を深化するプラットフォームです。新たに

実装される S1・S2 開示テンプレートを活用することで企業の ESG 活動に関わる情報開示が促進され、投

資家からの適切な企業評価につながることを期待します。また、投資家の立場としても企業の開示情報を

単一指標で比較可能な基盤が整っていくことは企業の活動を適切に評価するうえで有用であり、この度の

テンプレート機能のリリースを歓迎します。 

MS&AD インシュアランス グループ ホールディングス株式会社 

常務執行役員 グループ CSuO 

本島 なおみ 

 

■関連情報 

SFP-ESS に関するWeb サイト 

https://sfp-ess.org/service/ 

 

■一般社団法人サステナブルファイナンスプラットフォーム運営協会について 

SFPF 運営協会は、さまざまなステークホルダーをつなぎ、ESG に関わる効率的かつ効果的なコミュニケーショ

ンを促すプラットフォームを提供することで新たな価値を創出し、ESG マーケットの更なる発展、ひいては持

続可能な社会の発展に貢献するため、金融機関を中心に課題解決と事業の検討を目的として、2023年

7 月に設立しました。 

会員企業：MS&AD インシュアランスグループホールディングス株式会社、損害保険ジャパン株式会社、

東京海上日動火災保険株式会社、日本生命保険相互会社、株式会社日立製作所、株式会社みず

ほ銀行、株式会社三井住友銀行、株式会社三菱 UFJ 銀行 

代表者：代表理事 金岡 良浩 

所在地：〒100-8220 東京都千代田区丸の内一丁目 6 番 1 号 

コーポレートサイト：https://sfp-ess.org/ 

 

■日立製作所について 

日立は、データとテクノロジーでサステナブルな社会を実現する社会イノベーション事業を推進しています。お

客さまの DX を支援する「デジタルシステム&サービス」、エネルギーや鉄道で脱炭素社会の実現に貢献する

「グリーンエナジー&モビリティ」、幅広い産業でプロダクトをデジタルでつなぎソリューションを提供する「コネクテ

https://sfp-ess.org/service/
https://sfp-ess.org/
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ィブインダストリーズ」という 3 セクターの事業体制のもと、IT や OT(制御・運用技術)、プロダクトを活用する

Lumada ソリューションを通じてお客さまや社会の課題を解決します。デジタル、グリーン、イノベーションを原

動力に、お客さまとの協創で成長をめざします。3セクターの 2023年度(2024年 3月期)売上収益は 8兆

5,643 億円、2024 年 3 月末時点で連結子会社は 573 社、全世界で約 27 万人の従業員を擁していま

す。詳しくは、日立のウェブサイト(https://www.hitachi.co.jp/)をご覧ください。 

 

■お問い合わせ先 

株式会社日立製作所 金融システム営業統括本部 [担当：千葉、高島] 

〒100-8220 東京都千代田区丸の内一丁目 6番 1号 

お問い合わせフォーム：https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/ 

 

以上 

https://www.hitachi.co.jp/
https://www.hitachi.co.jp/finance-inq/
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